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策定主旨
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１ 計画策定の主旨

○ 平成20年以降医学部の臨時定員増等により、地域枠医師を中心として全国的に医師数が増加してきましたが、

医師の地域偏在や診療科偏在は、医学部の臨時定員増以降もむしろ格差が広がっており、その解消が急務とされ

る中、平成31年４月に「医療法及び医師法の一部を改正する法律」が施行され、都道府県は、地域の実情に応じ

た医師確保対策を進めるための「医師確保計画」を策定することとなりました。

○ 本県では、令和２年３月及び令和６年３月に「香川県医師確保計画」を策定し、医師不足地域への医師の配置

や若手医師へのキャリア支援等を実施してきたところです。その結果、医師数は増加していますが、医師の地域

偏在や診療科偏在、全国を上回るスピードで進行する医師の高齢化など、解決すべき課題は残されています。

○ こうした中、国は、2036年（令和18年）までの偏在是正を目標に掲げ、令和６年12月に「医師偏在の是正に向

けた総合的な対策パッケージ」を策定しました。これを受ける形で令和７年12月には改正医療法が成立し、「重

点医師偏在対策支援区域」の設定や全世代の医師を対象とした支援、医療機関へのアクセスを考慮した新指標

（へき地尺度）の活用など、より踏み込んだ取組みが導入されています。

〇 次期医師確保計画は、これら国の方針を踏まえ、第８次香川県保健医療計画の後期計画として新たに策定する

ものです。これまでの取組みを継承しつつ、医師確保計画の進捗等を評価する新たな指標や実効性のある施策を

盛り込むことで、将来にわたり県内全域で適切な医療提供体制を確保することを目指します。

２ 法的根拠

○ 医療法（昭和23年法律第205号）第30条の４第２項第11号

※ 本計画は、医療法第30条の４第２項第11号の規定に基づき、「医師確保計画策定ガイドライン（令和８年６

月改正）」に即して、「香川県保健医療計画」の一部として策定するものです。

３ 計画期間

○ 令和９年４月１日から令和12年３月31日（３年間）

（現計画：令和６年４月１日から令和９年３月31日（３年間））



策定主旨
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４ 計画の主な内容

○ 医療法による医療計画（医師確保計画）及び医師確保計画策定ガイドラインで定めることとされている事項

・県、二次医療圏及び重点医師偏在対策支援区域ごとの医師の確保の方針

・県、二次医療圏及び重点医師偏在対策支援区域ごとの確保すべき医師の数の目標（目標医師数）

・目標医師数を達成するための施策

・医師偏在是正プランの策定

・産科・小児科における医師確保計画

・医師確保計画の効果の測定・評価（定量的な評価指標の設定）

５ 計画策定の進め方

○ 都道府県は、医療計画において定める医師の確保に関する事項の実施に必要な事項について、「地域医療対策

協議会」を設置の上、同協議会において協議を行うこととされています。（医療法第30条の23）

○ 本県においても「香川県地域医療対策協議会」にて次期「香川県医師確保計画」の策定に向けた協議を行い、

最終案は「香川県医療審議会」に諮ることとします。

＜策定のスケジュール（予定）＞

・令和８年８月 香川県地域医療対策協議会に骨子案を報告

・令和８年10～11月 香川県地域医療対策協議会（対面開催予定）で素案を協議

・令和９年１月 香川県医療審議会で計画案を諮問

・令和９年２～３月 県議会に計画案を上程。議決が得られれば、計画を公示し、国へ報告。

※下線部は、今回新たに加わった項目 



次期医師確保計画の構成（骨子案）
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最新の医師確保計画策定ガイドラインに基づく計画の項目

○ 次期医師確保計画の構成（骨子案）は、令和８年６月に改正された最新の「医師確保計画策定ガイドライン」

に則ったものとしています。次期計画では、新たな項目（医師偏在是正プランおよび医師確保計画の効果の測

定・評価）を記載することとされており、これら新項目を追加し、現在の全７節から全９節での構成に変更する

予定です。

第４章 香川県医師確保計画

第１節 医師確保計画の基本的な考え方

＜計画策定の趣旨、計画の期間等＞

第２節 現状と課題

＜現状、成果、問題点等＞

第３節 医師少数スポット

＜医師少数スポットの設定に関する前計画及び本計画における考え方等＞

第４節 医師確保の方針と目標医師数

＜県全体、二次医療圏、重点医師偏在対策支援区域ごとの医師確保方針および目標医師数等＞

第５節 医師確保対策

＜キャリアステージに対応した体系的な医師確保対策、へき地における医師の確保等＞

第６節 医師偏在是正プラン

＜重点医師偏在対策支援区域及び支援対象医療機関の考え方等＞

第７節 産科における医師確保計画

＜現状、産科医確保の方針等＞

第８節 小児科における医師確保計画

＜現状、小児科医確保の方針等＞

第９節 医師確保計画の効果の測定・評価

＜医師確保計画の進捗を把握するための指標設定等＞ ※下線部は、今回新たに加わった項目 



ガイドラインの主な改正点①

○ 県は、地域医療対策協議会及び保険者協議会との協議を経て、医師確保計画の中で医師偏在是正プランを策定

することが求められることとなりました。同プランでは、人口減少よりも医療機関の減少スピードが早い地域な

どを重点医師偏在対策支援区域（以下「支援区域」という）※に設定するほか、支援区域における必要医師数の

算出や支援対象医療機関の選定を行い、地域の実情に即した実効性のある医師偏在対策を推進することとされて

います。 ※現行の支援区域は小豆保健医療圏を選定しています。

○ また、支援区域での勤務を促すため、県は、地域医療対策協議会及び保険者協議会との協議に基づき、経済的

インセンティブにかかる事業等を通じて医師が意欲を持って働き続けられる環境を整備し、支援区域での医師確

保に継続的に取り組むこととされています。

１ 医師偏在是正プランの策定
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事業名 事業内容

診療所の承継・開業支援事業
支援区域において、診療所を承継又は開業する場合に、当該診療所に対して、①施設整
備、②設備整備、③一定期間の地域への定着支援を行う。

医療機関に医師派遣する派遣元
医療機関支援事業

特定機能病院からの医師派遣とは別に、中核病院等からの医師派遣により支援区域の医
師確保を推進するため、当該区域内の医療機関に新たに医師を派遣する医療機関に対し
て、医師派遣に要する費用の支援を行う。

医師の勤務・生活環境改善のた
めの代替医師確保支援事業

支援区域において、医師の離職防止や新たに勤務する医師の増加を図るため、医師の勤
務・生活環境の改善のための土日の代替医師確保への支援を行う。

【経済的インセンティブにかかる事業の概要】



ガイドラインの主な改正点②

○ 医師少数区域の設定では、従来の医師偏在指標に加え、新たに地理的要素を考慮した「へき地尺度（mRIJ）」

を組み合わせることとなりました。

〇 具体的には、従前の医師偏在指標の下位33.3％の区域のほか、中位の区域であっても医療機関へのアクセス時

間や人口密度等の指標が特に高い区域（へき地尺度上位10％の区域）も医師少数区域と判定されることとなりま

す。これにより、地理的な不利条件を精緻に反映させ、真に支援が必要な地域に対して実効性のある医師確保対

策を重点的に推進することとされました。

〇 最新の医師偏在指標及びへき地尺度は下表のとおりですが、へき地尺度により医師少数区域となる圏域はありません。

【小豆医療圏】へき地尺度上位10％に該当するが、医師偏在指標において下位33.3％（医師少数区域）

【東部医療圏】医師多数区域のため変更なし

【西部医療圏】医師中程度区域であるが、へき地尺度上位10％に含まれないため、変更なし
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mRIJ 上位10％

- -

- -

0.24120 該当

0.00319 非該当

0.02910 非該当

２ 医師少数区域・多数区域の設定（へき地尺度の導入）

医療圏 指標 区分

全国 255.6 -

香川県
266.9
(全国  16位)

医師多数県

小豆医療圏
109.0
(全国334位)

医師少数区域

東部医療圏
306.8
(全国  36位)

医師多数区域

西部医療圏
217.0
(全国115位)

(医師中程度区域)

医療圏 指標 増減 区分

全国 266.8 ＋11.2 -

香川県
273.4
(全国  18位)

＋6.5 (医師中程度区域)

小豆医療圏
153.8
(全国303位)

＋44.8 医師少数区域

東部医療圏
318.5
(全国  39位)

＋11.7 医師多数区域

西部医療圏
224.0
(全国131位)

＋7.0 (医師中程度区域)

※二次医療圏は全国335圏域 ※二次医療圏は全国330圏域 

【前回の医師偏在指標】 【最新の医師偏在指標及びへき地尺度(mRIJ)】（令和８年４月公表）

 



ガイドラインの主な改正点③

〇 最新のガイドラインでは、従来の医学部入学段階（地域枠）における取組みに加え、初期臨床研修から専門研

修に至る医師養成の全過程を通じた体系的な施策を記載することが新たに求められています。
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３ 医師の養成課程を通じた取組み

項目 求められる取組み

医学部定員における地域枠等の取組【拡充】
恒久定員内地域枠・地元出身者枠の設置に加え、キャリア形成プログラムの
適用や、大学と連携した卒業生の動向把握と働きかけなど、定着に向けた運
用面を強化。

臨床研修における取組み【新規】
医師少数都道府県等での研修を含む「広域連携型プログラム」の活用等、研
修医の確保に向けた取組みを記載。

専門研修における取組み【新規】
シーリング（採用数上限）を踏まえた専攻医の確保や、指導医に対する支援、
連携プログラムによる地域間交流の促進を記載。

必要な診療科の医師の育成・確保に関する取組【新規】
高齢化に伴う需要増に対応した「総合的な診療能力を持つ医師」の養成や、
医師の働き方改革と連動した確保策を記載。



ガイドラインの主な改正点④

〇 従来の医師確保計画策定ガイドラインにおいては、目標医師数以外に、県における医師確保計画の進捗の評価

に資する定量的な指標は示されていなかったところです。

○ そうした中、医師確保計画の取組みの進捗を多角的に把握するため、目標医師数のみでなく、医師確保にかか

る定量的な指標を用いて経年変化を測定することとされ、指標の例として下表の内容が示されました。

○ 県は、これらを参考に自らの指標を設定し、その指標の測定結果を、地域医療対策協議会に対して定期的に報

告・検証するとともに、抽出された課題を次期計画の施策改善に直接反映させることが求められています。
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４ 医師確保計画の効果の測定・評価

【設定すべき評価指標の例】
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参考１（厚生労働省資料）



参考２（厚生労働省資料）

9



10

参考３(厚生労働省資料)
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